
地方公共団体との連携強化等の 
ための取組

落葉と山奥の教会

第7章

第1節  地方公共団体との連携強化等



	 第1節	 地方公共団体との連携強化等

1 地方公共団体による再犯の防止等の推進に向けた取組の支援

（1）再犯防止担当部署の明確化【施策番号104】
法務省は、地方公共団体に対して、再犯の防止等を担当する部署を明確にするよう働き掛けを行っ
ており、2018年（平成30年）5月以降は、全ての都道府県及び指定都市における再犯の防止等を
担当する部署を把握し、再犯の防止等の推進に向けて必要な情報提供を行っている。
また、都道府県を通じて、全国の市町村（特別区を含む。以下この章において同じ。）を対象に市
町村再犯防止等推進会議（【施策番号110】参照）の構成員の募集を行っているところ、その構成員
となった市町村（2020年（令和2年）4月1日現在で192市町村）には連絡窓口を定めるよう働き
掛け、同連絡窓口を把握するとともに、必要な情報提供を行っている。

（2）地域社会における再犯の防止等に関する実態把握のための支援【施策番号105】
法務省は、国と地方公共団体が連携して再犯防止施策の推進を図るため、2018年度（平成30年
度）から、2020年度（令和2年度）までを事業期間として、合計36の地方公共団体に委託し、①
地域の実態調査とモデル事業実施計画の策定、②モデル事業の実施、③モデル事業の効果検証といっ
た一連の取組を行う地域再犯防止推進モデル事業（資7-105-1参照）を実施している。同事業にお
いては、それぞれの地域の実情に応じた様々な取組が展開されており（【特集第2節】参照）、今後、
その成果を踏まえ、国と地方公共団体の協働による地域における効果的な再犯防止対策の在り方につ
いて検討し、その結果を広く普及することとしている。

	 地域再犯防止推進モデル事業の概要資7-105-1

地域の実態調査

支援策の策定（支援者リストの作成）

・刑事司法関係機関から提供された情報や自治
体が保有する行政資料の分析，対象者本人のヒ
アリング→支援ニーズの把握

・刑事司法関係機関の職員，社会福祉法人等
既存のサービス提供者等のヒアリング
→ サービス提供者のニーズの把握

１ 地域の実態調査，支援策の策定
（半年間程度）

■ 再犯防止推進法や国の再犯防止推進計画に基づき，国・地方公共団体が連携した効果的な再犯防止対策を講じることが求められてい
るが，モデルとなる事例はない。

■ 国・地方公共団体の協働による地域における効果的な再犯防止対策の在り方について調査するため，一部の地方公共団体において，
①地域の実態調査と支援策の策定，②モデル事業の実施，③事業の効果検証・地方再犯防止推進計画の充実といった一連の取組を
地域再犯防止推進モデル事業として実施。

２ モデル事業の実施
（２年間）

３ 地方再犯防止推進計画の充実
（半年間程度）

実施結果の共有，取組の展開

支援策の実施

モデル事業により支援を受けた者の２年以内
再入率について分析し，政府目標への寄与
度の測定等を行い，その結果を自治体に提供

地
方
公
共
団
体

法
務
省

国と協働して策定した支援策の有効性を確認
するため，モデル事業として実施

情報等の提供
・自治体からの要請により法務省がこれまでに実
施した再犯防止に関する統計データや調査研究
の成果を提供

・刑事司法関係機関が保有する各地域の対象者
情報（人数，性別・年齢・罪名等の特性）の提供

・特別調査の実施等自治体が実施する実態調査
への協力

支援策の実施
・自治体と協働で策定した支援策に基づき，
矯正施設や保護観察所等で対象者の指導，
支援を実施

・支援策のうち，上記破線内の事業実施に
係る経費については国が財政支援

効果検証

中間評価（事業実施から１年）

（平成 年４月～：再犯防止推進計画開始） （～令和３年３月）

刑事司法関係機関と協働して，実態を踏まえた
支援体制の検討・構築等地域における再犯防止
に向けた支援策を策定

・地域の関係行政機関や支援の担い手を構成
員とする協議会の設置等によるネットワーク整備

・ネットワークの核となる人材・機関（コーディネー
ター）に対する助言・支援等を行うスタッフ（アド
バイザー）の配置

・対象者を必要な支援につなぐ等の取組の実施

支援策策定への協力
・自治体による支援策策定作業に協力

・支援策の内容について自治体と協議

関係者のヒアリング・視察・資料の確認等により
事業の実施状況について調査，再犯率を測定，
分析

・モデル事業を通じて明らかになった地域で再
犯防止に取り組む上での課題・成果等を整理

・国から提供された対象者の２年以内再入率等
の客観的なデータを踏まえつつ，モデル事業の
効果を検証

課題と成果を踏まえ地方再犯防止推進計画
を策定し，実施結果とともに国に報告

・事業を通じて得られた成果を他の自治体にも
共有し，取組を促進

・自治体から提出された報告書等の成果物や
国による効果検証の結果を踏まえ，地域にお
ける再犯防止対策の効果的な推進方策につ
いて検討

地方再犯防止推進計画の充実（注）

支援策の検証

地域再犯防止推進モデル事業（再犯防止等推進調査地方公共団体委託事業）の全体概要

（注） 先行して地方再犯防止推進計画を策定している場合，
計画の見直しや調査結果等をまとめた報告書に代えるこ
とができる。

出典：法務省資料による。
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（3）地域のネットワークにおける取組の支援【施策番号106】
地域再犯防止推進モデル事業（【施策番号105】参照）における委託先の地方公共団体においては、

刑事司法関係機関の職員、支援等を行う民間団体等の職員等を構成員とする会議体を設置し、これを
定期的に開催することにより、事業の実施状況・課題の把握や対策の検討等を行うなどしている。
法務省は、こうした会議への職員の参画や必要な情報提供等を通じて、地方公共団体が、公的機関

や保健医療・福祉関係機関、各種の民間団体等の地域の多様な機関・団体とネットワークを構築し、
連携して支援等を実施するための取組を支援している。

（4）資金調達手段の検討の促進【施策番号107】
法務省は、2019年度（令和元年度）、再犯防止活動における民間資金を活用した成果連動型民間

委託契約方式の案件組成のための調査研究を実施した（【施策番号96】参照）。また、「成果連動型民
間委託契約方式の推進に関するアクションプラン」（【施策番号97】参照）において、ソーシャル・
インパクト・ボンド（SIB）について、成果連動型民間委託契約方式による事業を受託した民間事業
者が資金調達するための手段の一つとして明示されたことも踏まえ、今後、地方公共団体に対し、
SIBを活用した事業の実施を含め、再犯防止施策を推進するための資金調達手段の検討を働き掛ける
こととしている。

2 地方再犯防止推進計画の策定等の促進【施策番号108】

法務省は、2019年（令和元年）8月に、地方公共団体における地方再犯防止推進計画策定の標準
的な手順や内容をまとめた「地方再犯防止推進計画策定の手引き」※1（資7-108-1参照）を作成し、
全国の地方公共団体に配布したほか、検察庁、矯正施設、保護観察所等の刑事司法関係機関が連携
し、保護司等民間協力者の協力を得つつ、地方公共団体に対して、再犯防止対策に関する説明や協議
を実施している。
また、2018年（平成30年）から、地方公共団体に対して、地方再犯防止推進計画の策定等に当

たって必要な情報として、再犯防止推進計画において設定された再犯の防止等に関する施策の指標
（出所受刑者の2年以内再入率等）に関する都道府県別データの提供を行っているほか、2020年（令
和2年）1月からは、警察庁からデータの提供を受け、警察署管轄別の犯罪統計に係る情報について
も提供している。
加えて、「再犯防止推進計画加速化プラン」（2019年（令和元年）12月23日犯罪対策閣僚会議決

定）においては、2021年度（令和3年度）末までに、100以上の地方公共団体で地方計画が策定さ
れるように支援するとの成果目標を設定しており、引き続き、都道府県や市町村に対して、再犯防止
の取組等の情報提供をするとともに、地方再犯防止推進計画の策定に向けた支援を行うこととして
いる。

※1	 地方再犯防止推進計画策定の手引き
	 http://www.moj.go.jp/content/001323188.pdf
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	 「地方再犯防止推進計画策定の手引き」の概要資7-108-1

第１章 計画策定の意義等
１ 法的根拠
２ 計画策定の意義
３ 計画策定の流れ
第２章 計画に盛り込むことが考えられる主な内容とその考え方について
１ 計画策定の趣旨等
２ 地域における再犯防止を取り巻く状況
３ 重点課題・成果指標
４ 取組内容
５ 推進体制
第３章 具体的な取組の記載例等
１ 就労・住居の確保等のための取組
２ 保健医療・福祉サービスの利用の促進等のための取組
３ 学校等と連携した修学支援の実施等のための取組
４ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組
５ 民間協力者の活動の促進等，広報・啓発活動の推進等のための取組
６ 国・民間団体等との連携強化等のための取組

「地方再犯防止推進計画策定の手引き」について
● 「地方再犯防止推進計画」とは，地方公共団体が再犯防止等に関する施策について定
める計画。再犯防止推進法においては，その策定が努力義務とされている。
● 「地方再犯防止推進計画策定の手引き」は，特に市町村における地方再犯防止推進
計画の策定を促進するため，計画策定に至るまでの事務手続例や，計画に盛り込む施策
の具体例などをまとめたもの。

概要

手引き
の構成

出典：法務省資料による。

3 地方公共団体との連携の強化
（1）犯罪をした者等の支援等に必要な情報の提供【施策番号109】
法務省は、「再犯防止推進計画加速化プラン」（2019年（令和元年）12月23日犯罪対策閣僚会議
決定）等も踏まえ、地方公共団体が犯罪をした者等の支援を円滑に実施できるよう、矯正施設及び保
護観察所において、地方公共団体の求めに応じて、当該団体が犯罪をした者等の支援等を行うために
必要な情報について、個人情報等の適切な取扱いに十分配慮しつつ、適切に提供している。
例えば、大阪府や福岡県においては、地域住民を性被害から守ること等を趣旨とした条例を制定し
た上で、性犯罪者に対する社会復帰支援等を行うことにより再犯防止の取組が進められており、法務
省としても、刑事施設による出所者情報の提供を始めとする必要な協力を行っている。
今後、法務省は、2020年（令和2年）6月に、性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議に
おいて取りまとめた「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」（【第1章第1節】参照）も踏まえ、地方公
共団体による再犯防止の取組が一層効果的なものとなるよう、情報提供の前提となる必要な体制につ
いて整理し、地方公共団体へ周知を図るとともに、必要な体制等が整った地方公共団体への必要な情
報提供を更に進めていくこととしている。

（2）犯罪をした者等の支援に関する知見等の提供・共有【施策番号110】
法務省は、2018年度（平成30年度）以降、毎年、再犯防止の取組における国及び市町村間のネッ
トワークの構築等を目的として、市町村再犯防止等推進会議を開催するとともに、都道府県の施策担
当者を対象に、再犯防止の取組等の情報共有を目的とした都道府県再犯防止等推進会議（写真
7-110-1参照）を開催している。これらの会議に加え、再犯防止シンポジウム（【施策番号101】参
照）を開催し、犯罪をした者等に対する指導や支援に関する知見等の提供や共有を行っている。
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また、職員を地方公共団体、司法関係団体等が
開催する研修やシンポジウム等に講師として派遣
し、地方公共団体の職員や犯罪をした者等の支援
関係者等に対して、法務省における取組や支援に
関する知見等を提供している。
なお、法務総合研究所において、毎年、犯罪白

書や研究部報告として、犯罪をした者等に関する
調査研究等の成果を取りまとめ、公表している
（【施策番号47、87、100】参照）。

（3）国・地方協働による施策の推進【施策番号111】
法務省は、国と地方公共団体が連携して施策の推進を図るため、地域再犯防止推進モデル事業を実

施している（【施策番号105】参照）。また、国と地方公共団体において、総合的かつ効果的な再犯防
止施策の実施を推進するため、再犯防止啓発月間である7月に合わせて再犯防止広報・啓発ポスター
等を作成し、2017年（平成29年）以降、全国の都道府県警察本部、都道府県及び市町村等に送付
の上、ポスター掲示等による広報・啓発活動への協力を依頼している。
また、市町村における再犯の防止等に関する取組として、2018年（平成30年）6月、矯正施設

所在自治体会議の趣旨に賛同し、設立発起人となった29の市町の首長を構成員とする矯正施設所在
自治体会議設立発起人会議が開催され、2019年（令和元年）6月には、90の市町村の首長を会員と
して、矯正施設所在自治体会議の設立総会が開催された（2020年（令和2年）4月時点で98の市
町村が参加）（【特集第3節】参照）。

（4）国の施策に対する理解・協力の促進【施策番号112】
法務省は、2018年度（平成30年度）以降、毎年、市町村再犯防止等推進会議や都道府県再犯防

止等推進会議（【施策番号110】参照）、再犯防止シンポジウム（【施策番号101】参照）を開催し、
国の施策について地方公共団体に周知を図り、必要な協力が得られるよう働き掛けを行っている。
また、関係府省庁や地方公共団体等と連携を図りつつ再犯防止施策を推進するため、法務省は、省

内及び地方機関に当該業務を担当する組織等の設置を進めている。具体的には、2018年度に、大臣
官房秘書課に企画再犯防止推進室を、保護局に地域連携・社会復帰支援室を設置するとともに、地域
の関係機関や地方公共団体との窓口として、東京矯正管区及び大阪矯正管区に更生支援企画課を設置
し地域連携スタッフを配置したほか、全国8庁の保護観察所に保護観察所次長を配置した。また、
2019年度（令和元年度）には、東京及び大阪以外の各矯正管区（6庁）にも更生支援企画課を設置
し、近畿地方更生保護委員会に事務局次長を配置するとともに、2020年度（令和2年度）には、矯
正局に更生支援管理官を設置した。
警察庁は都道府県警察に対し、文部科学省は各都道府県・指定都市教育委員会等に対し、厚生労働

省は各都道府県等の民生主管部局や各都道府県労働局に対し、それぞれ文書や会議等を通じて、再犯
防止推進計画について周知するとともに、計画に基づく施策の実施について協力等を依頼している。

	 �都道府県再犯防止等推進会議
の様子

写真7-110-1

写真提供：法務省
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